花巻市空家等解体活用補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、市民の誰もが安心して安全に暮らせるまちづくりの推進に寄与し、空家等を解消することにより良好で安心な居住環境の形成、遊休不動産の有効活用と耐震促進を図るため、空家等の解体にかかる費用の一部の補助金を、予算の範囲内で交付することについて、花巻市補助金等交付規則（平成１８年花巻市規則第６１号。以下「規則」という。）に定めのあるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1) 空家等　空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第２条第１項に規定する空家等のうち、建築物に附属する工作物（自動車車庫等）とその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）を除くものであって、居住その他の使用がなされていないことが常態であるものをいう。
(2) 住宅等　人の居住の用に供する家屋又は家屋の部分をいう。
(3) 店舗等　顧客の利便又は顧客の誘引に資するもので、かつ、商品やサービスを継続的に提供することを目的とした事業の用に供する施設又は施設の一部をいう。

(4) 居住誘導区域　都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第８１条第２項第２号に規定する居住誘導区域をいう。
(5) 生活サービス拠点区域　花巻市子育て世帯住宅取得奨励金交付要領に定める大迫地区生活サービス拠点及び東和地区生活サービス拠点をいう。
（補助対象者）
第３条　補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する個人又は法人であること。
(1) 次のいずれかに該当すること
ア　空家等の所有者又はその相続人（当該空家等が複数人の共有である場合は、共有者全員から次条の補助対象事業を実施することの同意が得られていること。）
イ　空家等の所有者、共有者全員又はその相続人全員から次条の補助対象事業を実施することの同意が得られている者
　(2) 空家等に抵当権等の担保権、賃借権等の用益権その他の所有権以外の権利の設定がある場合において、権利者全員から次条の補助対象事業を実施することの同意が得られていること
(3) 市税等の滞納がないこと。
(4) 花巻市暴力団排除条例（平成２７年花巻市条例第５２号）第２条第５号に規定する暴力団等に該当しないこと。
(5) 空家等の解体工事に係る工事請負契約を本市の区域内に本店を有する次に掲げるいずれかの法人又は個人事業者と締結すること。
ア　建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項に基づき、同法別表第１の下欄に掲げる土木工事業、建築工事業又は解体工事業に係る建設業の許可を受けた者
イ　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）第２１条に基づき、解体工事業の登録を受けた者
(6) 同一年度内に本要綱に基づく補助金の交付決定、又は事業認定が行われていないこと。
（補助対象事業）
第４条　市長は、補助対象者が次の各号のいずれにも該当する事業（以下「補助対象事業」という。）を行う場合において、予算の範囲内で補助することができる。
(1) 次に揚げるいずれかに該当するものを解体すること
ア　空家等
イ　市長が空家等であると認めたもの
(2) 空家等の解体後に、当該空家等が所在した土地を含む敷地に新たに次の各号のいずれかの建築物を建築すること
ア　一戸建ての住宅
イ　店舗等
ウ　店舗等併用住宅
エ　共同住宅（長屋・アパート等）
(3) 前号に掲げる建築物を、当該建築物が完成してから５年以上の間、住宅等（賃貸用住宅を含む。）又は店舗等として使用すること（なお、併用する場合を含む。）
（補助対象経費）
第５条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業の実施に必要な経費のうち解体工事費（家財等の処分費は除く。）とする。ただし、解体工事費が、当該解体工事を行う年度における「住宅局所管事業に係る標準建設費等について（国土交通省事務次官通知）」に規定する除却工事費の額を超える場合においては、除却工事費の額を補助対象経費とする。
（補助金の額）

第６条　補助金の交付額は、次の表に掲げる額（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。
	区分
	補助額
	限度額

	市内全域（居住誘導区域及び生活サービス拠点区域を除く。）
	昭和５６年５月３１日以前に建築された空家等
	補助対象経費の２分の１に相当する額に１０万円を加算した額以内
	５０万円

	
	昭和５６年６月１日以後に建築された空家等
	補助対象経費の２分の１に相当する額以内
	４０万円

	居住誘導区域又は生活サービス拠点区域内
	昭和５６年５月３１日
以前に建築された空家等
	補助対象経費の２分の
１に相当する額に１０万円を加算した額以内
	１００万円

	
	昭和５６年６月１日以後に建築された空家等
	補助対象経費の２分の１に相当する額以内
	１００万円


　（事業の認定）
第７条　補助の交付を受けようとする者は、補助対象事業に関し、事前に市長の認定を受けなければならない。
２　市長は、前項の規定による申請を受理したときは、内容等を審査した上、花巻市空家等解体活用補助金事業認定通知書（様式第９号）により、事業の認定申請を行った補助対象者に通知するものとする。
（事業の認定の変更、中止又は廃止）

第８条　前条の規定による事業の認定の申請をした補助対象者は、事業の内容・金額等に変更が生じたとき、又は解体工事等を中止若しくは廃止しようとする場合は、花巻市空家等解体活用補助金事業認定事項変更（中止・廃止）申請書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項の申請を受理したときは、その変更内容等を審査した上、変更等の必要があると認めた場合は、花巻市空家等解体活用補助金事業認定事項変更等（承認・不承認）決定通知書（様式第１０号）により、事業の認定申請を行った補助対象者に通知するものとする。
（補助金の交付の申請）
第９条　第７条の規定により事業の認定を受けた者は、補助金の交付を受けようとするときは、花巻市空家等解体活用補助金交付申請書（様式第５号）を市長に提出するものとする。
（交付決定）
第１０条　市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適正と認めたときは、花巻市空家等解体活用補助金交付決定通知書（様式第１１号）により、交付申請を行った者に通知するものとする。

（事業の認定又は補助金交付決定の取消し）
第１１条　市長は、事業の認定又は補助金交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めた場合は、その認定又は交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
(1) 関係法令及び本要綱に違反したとき。

(2) 偽りその他不正な手段により、事業の認定又は補助金交付決定を受けたとき。
(3) 補助金交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき。
(4) 第３条に規定する補助対象者又は第４条に規定する補助対象事業の要件のいずれかを満たしていなかったとき。

(5) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。
　（補助金の返還）
第１２条　市長は、前条の規定により補助金交付決定の全部又は一部を取り消した場合において、当該取消しに係る部分の補助金が既に交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。
２　前項の規定により補助金の返還の請求を受けた者は、当該補助金を市長が定める期限までに返還しなければならない。
３　市長は、やむを得ない特別の事由があると認めるときは、第１項の返還金の全部又は一部を免除することができる。
（新築工事完了後の責務）
第１３条　本要綱に基づく補助金の交付を受けた者は、解体した空家等が所在する土地を含む敷地上の建築物の新築工事が完了した日から５年間、毎年７月末までに花巻市空家等解体活用建築物状況報告書（様式第８号）を市長に提出しなければならない。
（提出書類等）
第１４条　規則及びこの要綱に定める書類並びにこれに添付する書類並びに提出期限は、別表による。

（補則）
第１５条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。
附　則
この告示は、告示の日から施行する。

別表（第１４条関係）
	区分
	条項
	提出書類及び添付書類
	様式
	提出部数
	提出期限

	事業認定時
	第７条の規定
による書類
	花巻市空家等解体活用補助金事業認定申請書
１　事業計画書
２　建築物の解体に関する同意書
	第１号
第２号
第３号
	１部
１部
１部
	事業着手年月日の
１５日前

	事業認定の変更（中止・廃止）の申請時
	第８条第１項の規定による書類
	花巻市空家等解体活用補助金事業認定事項変更（中止・廃止）申請書
	第４号
	１部
	変更（中止・廃止）の理由が生じた日から１５日以内

	補助金の交付申請時
	第９条の規定による書類
	花巻市空家等解体活用補助金交付申請書
１　事業実績報告書
	第５号
第６号
	１部
１部
	解体・建築工事が完了後１月以内

	補助金の請求時
	規則第１２条第１項の規定による書類
	花巻市空家等解体活用補助金請求書

	第７号
	１部
	交付決定通知後１月以内

	新築工事完了後の報告時
	第１３条の規定による書類
	花巻市空家等解体活用建築物状況報告書
	第８号
	１部
	新築工事を完了した日から５年間、毎年７月末まで
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